


様式第５号（第５条関係） 
 

政務活動事業実績報告書 
 

議員氏名 鳥 居 誠 明 
 

  飯能市議会政務活動費の交付に関する規則第５条第２項の規定により、平成２９年度 
（平成２９年５月分～平成３０年３月分）政務活動費に係る事業実績報告書を次のとお

り提出します。 
 

月 日 事 業 名 事 業 概 要 及 び 成 果 等 

平成３０年 

 １月２９日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

先進都市視察 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．長崎県島原市 

◇視察内容 

（１）島原市老朽危険空き家除却支援事業について 

（２）特定公共賃貸住宅について 

◇成果 

（１）島原市老朽危険空き家除却支援事業について 

＜事業の目的＞ 

 適切な管理が行われていない空き家は防災、衛生、景観 

等の面で周辺の生活環境に悪影響を及ぼしている。そのよ 

うな空き家を除却することで安全、安心な住環境づくりを 

進めるための事業。 

 平成２８年度から事業を実施。 

＜事業の実績＞ 

 平成28年度 8件 交付額310万円（内国費155万円） 

 平成29年度 5件 交付額225万9千円（内国費112万9

千円） 

＜事業の運営方法＞ 

市内各地区の自治会や消防団や水道の使用状況などから 

空き家情報を得て現地調査をして危険度をＡ～Ｄランク 

に判定。危険度大のＣ、Ｄランクは勧告をして補助制度の 

案内をする。Ａ、Ｂランクは空き家登録を行う。 

抵当権のある物件は顧問弁護士に相談する。 

所有者が適切な維持管理をしない場合や所有者不明の場 

合、最後は裁判所に判断を仰ぎ行政代執行や略式代執行な 

なる。 

＜今後の課題＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １月３０日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長期にわたり登記されず、所有者不明の建物が多く有り、 

除却の対応が出来ない。 

所有者を把握していても建物が差押えや抵当権などの債 

権が設定されている場合、除却したくても不可の建物があ 

ることなどが課題である。 

 

（２）特定公共賃貸住宅について 

＜事業の目的＞ 

中堅所得者等向けの居住環境が良好な賃貸住宅が不足し 

ている場合、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律 

で地方公共団体が賃貸住宅の建設管理を行うことができ 

る。 

収入が高く市営住宅に入居できない世帯への住居提供。 

＜事業の実績＞ 

平成３年６月に普賢岳噴火災害時に長崎県が建設し、その 

後島原市が有償譲渡して管理している。 

・花の丘団地６戸、新山団地６戸の計２団地、１２戸であ 

る。 

・入居の条件…収入が月収１５万８千円～４８万７千円以 

下 

・平成３年から６年は空き家が無かった。 

＜今後の課題＞ 

・現在５戸が空室となっている。 

・平成２３年度以降入居が無い。 

市の特定公共賃貸住宅の築年数が古くなってきている事。 

当時よりも民間の住宅供給状況や世帯の収入が安定して 

きたので民間住宅に入居しやすい事などが原因と考える。 

今後もこの様な状況が続くのであれば一般世帯向けに募 

集を変更することも考えている。３年継続して空き家状態 

であれば国に申請することが出来る。 

 

２．熊本県熊本市 

◇視察内容 

（１）自転車が走りやすい環境整備について 

（２）がけ地近接住宅等危険住宅移転事業について 

◇成果 

（１）自転車が走りやすい環境整備について 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜経緯・目的＞ 

平成２３年度「第２次熊本市じてんしゃ利用環境整備基本 

計画・実施計画」を策定。 

・基本理念：自転車でお出かけしたくなるまちづくり 

・目的：イ．都市計画（まちづくり）…自家用車に過度に

依存せず自転車が日常の移動手段となる様な環境整備

を実現する 

    ロ．中心市街地の活性化…自転車や公共交通で気

軽に来街し、回遊する様な賑わい溢れる中心市街地を実

現 

    ハ．低炭素都市づくり…近距離移動を自家用車か

ら自転車に転換しＣＯ２の排出削減を図り低酸素都市

を実現する 

・背景：Ｈ23年度幹線道路の全事故件数2,722件でその内

自転車は359件（13％）、Ｈ25年度は全事故件数が2,159

件で自転車は239件。全事故が約3割減だが自転車事故は

2％減でしかない。自転車事故の年齢別発生件数は16～2

4歳が約52％と特出して多い 

＜予算額について＞ 

平成24年度：総延長 2,130ｍ   4,630万円 

平成25年度：総延長 3,510ｍ  2億7,235万円 

平成26年度：総延長  350ｍ   4,120万円 

平成27年度：総延長 1,590ｍ   9,700万円 

平成28年度：総延長  300ｍ   2,010万円 

＜整備内容について＞ 

・現状の道路幅のままで、車道幅は3.25～3.5ｍ→3ｍとし、

路肩を0.9～1.2ｍ→1.4～2.3ｍに変更した 

・路肩にある6％の勾配を平坦にし、側溝を付け替えた 

・整備エリアは自転車需要が多く、自転車事故多発の区域

で「熊本市立地適正改革」に設定された地域拠点が多く

あるエリアとした 

＜整備による効果＞ 

              整備前    整備後 

・歩道上を通行する自転車  1,476件 →  795件 

・車道左側通行する自転車   640件 → 1,121件 

・車道を逆走する自転車    169件 →   92件 

＜今後の課題＞ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・予算の確保、コストの縮減。他事業との調整が必要 

・交通管理者（県、国）との調整 

・交通ルールの教育、啓発 

その他 

・車道幅が狭くなったので、バイクが車の左側を通行出来

なくなり信号待ちが増えた。 

・電柱の撤去は計画的に進めている 

・駐輪場の整備も進めてきたので、違反自転車はH24年1,

600件→H29年は61件に激減している。 

＜考察＞ 

車道幅を狭めて自転車専用道を確保するにはそれなりの 

道路幅が必要。現況の道路幅が狭い道路は困難。また、路 

肩整備の予算も必要であること等が分かった。 

 

（２）がけ地近接住宅等危険住宅移転事業について 

＜事業の目的＞ 

がけ崩れ、土石流、地滑り等の危険から住民の生命の安全 

確保のため、災害危険区域等の区域内にある既存不適格住 

宅からの移転を行うものに対し補助金を交付し移転を促 

進させるもの。 

＜事業の実績＞ 

昭和48年度（2件）から平成11年度（1件）まで合計15件。 

平成12年度～28年度まで申請無し。平成29年度は2件の申 

請。 

＜補助対象、補助限度額について＞ 

①除却等費 802千円（撤去、動産移転、仮住居、跡地整

理費等） 

②建物助成費（新たな住宅の建設または購入のための融資

利息相当額） 

 ・一般地域 建物3,190千円＋土地960千円 合計4,150

千円 

 ・特殊（ｼﾗｽ）土壌地域 建物4,570千円＋土地2,060千

円＋敷地造成597千円 合計7,227千円 

 ・補助率 国１/２ 県１/４ 市１/４ 

＜今後の課題＞ 

・災害危険区域に指定されていると分かっていても先祖伝

来の土地、建物を除却し移転することは中々出来ない世



 

 

 

 

 

 

平成３０年 

 ２月１３日 

 

 

 

 

 

 

 

先進都市視察 

帯が多い。 

・今後、区域の指定が進むにつれて、申請件数の増加が見

込まれる。 

 

□参加者 清風会 ２名 新井重治議員、鳥居誠明 

 

１．埼玉県秩父郡横瀬町 

◇視察内容 

（１）耐震性の無い指定避難所は指定解除について 

（２）災害に強いまちづくりについて 

◇成果 

（１）耐震性の無い指定避難所は指定解除について 

＜事業の目的＞ 

耐震性の無い指定避難所に避難された住民に２次被害が 

あってはならないので危険な施設は指定避難所として使 

用しないこととした。 

＜今後の課題＞ 

耐震性の無い指定避難所の解除については検討中である 

こと。 

理由としては、その代替となる適切な施設、建物がないの 

で住民にどこへ避難すれば良いのか示せないので苦慮し 

ているとのこと。 

今後、民間の施設も含め検討していきたいとのこと。 

 

（２）災害に強いまちづくりについて 

＜事業の目的＞ 

まちづくりを進める上で行政としては住民の生命、財産を 

守る義務がある。それを目指したまちづくりを進めて行き 

たいとのこと。 

＜今後の課題＞ 

地震について横瀬町は国や県から大きな揺れの想定がさ 

れていないので住民の震災に対する意識があまり高くな 

い。 

大災害が発生したら行政が何でもやれるものでは無く、過 

去の阪神淡路や東日本大震災で命が助かった方々は、家族 

や近所の人々によって救助されているのが殆どである。 

従って自助や住民同士の近所コミュニケーションが大切 



である。 

そこからのまちづくりを進めて行きたいとのこと。 

また、横瀬町は震災より大雨による土砂災害などが懸念さ 

れるが、幸い荒川の様な大きな河川も無いが、土砂災害の 

訓練は実施している。この訓練はこれからも継続していく 

とのこと。 

 (注) 使途基準の項目別に記載すること。 
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